
第62期貸借対照表・損益計算書 

平成25年６月27日 
神奈川県横浜市都筑区東山田一丁目１番３号 

菊水電子工業株式会社 

代表取締役社長 小 林 一 夫 
 

貸  借  対  照  表 
 

（平成25年３月31日現在） 

   （単位：千円）

科     目 金   額 科     目 金   額 

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ） 

流 動 資 産 5,622,111 流 動 負 債 1,087,066

  現 金 及 び 預 金 2,308,968   支 払 手 形 176,476

  受 取 手 形 475,220   買 掛 金 204,401

  売 掛 金 1,476,769   リ ー ス 債 務 4,387

  有 価 証 券 100,267   未 払 金 230,782

  商 品 及 び 製 品 376,175   未 払 費 用 29,531

  仕 掛 品 297,940   未 払 法 人 税 等 162,496

  原 材 料 及 び 貯 蔵 品 430,574   未 払 消 費 税 等 46,834

  繰 延 税 金 資 産 123,048   賞 与 引 当 金 131,623

  未 収 還 付 法 人 税 等 12,683   役 員 賞 与 引 当 金 33,000

  そ の 他 20,462   製 品 保 証 引 当 金 9,498

固 定 資 産 4,296,261   そ の 他 58,034

 有 形 固 定 資 産 (2,372,956) 固 定 負 債 754,587

  建 物 596,088   長 期 未 払 金 80,467

  構 築 物 17,142   リ ー ス 債 務 10,719

  機 械 及 び 装 置 140,901   繰 延 税 金 負 債 277,995

  車 両 運 搬 具 1,325   退 職 給 付 引 当 金 121,113

  工具、器具及び備品 148,803   長 期 預 り 保 証 金 264,291

  土 地 1,454,495  負 債 合 計 1,841,653

  リ ー ス 資 産 14,200 （ 純 資 産 の 部 ）  

 無 形 固 定 資 産 (44,059) 株 主 資 本 7,796,176

  借 地 権 2,360  資 本 金 2,201,250

  ソ フ ト ウ エ ア 37,433  資 本 剰 余 金 2,737,648

  電 話 加 入 権 4,266   資 本 準 備 金 2,736,250

 投 資 そ の 他 の 資 産 (1,879,245)   そ の 他 資 本 剰 余 金 1,398

  投 資 有 価 証 券 1,022,350  利 益 剰 余 金 3,436,023

  関 係 会 社 株 式 94,705   利 益 準 備 金 233,600

  出 資 金 1,410   そ の 他 利 益 剰 余 金 3,202,423

  関 係 会 社 出 資 金 120,352    買換資産圧縮積立金 311,750

  長 期 前 払 費 用 1,436    特 別 償 却 準 備 金 5,927

  差 入 保 証 金 13,764    別 途 積 立 金 2,400,000

  そ の 他 627,242    繰 越 利 益 剰 余 金 484,744

  貸 倒 引 当 金 △2,015  自 己 株 式 △578,744

 評 価 ・ 換 算 差 額 等 280,542

  その他有価証券評価差額金 280,542

  純 資 産 合 計 8,076,719

 資 産 合 計 9,918,372  負 債 純 資 産 合 計 9,918,372

 



 

損  益  計  算  書 
 

（
平成24年４月１日から

平成25年３月31日まで
）

   
 （単位：千円）

科      目 金      額 

売 上 高  6,916,750

売 上 原 価 3,507,474

 売 上 総 利 益 3,409,276

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,866,893

営 業 利 益 542,382

営 業 外 収 益  

 受 取 利 息 438

 受 取 配 当 金 35,712

 そ の 他 29,840 65,991

営 業 外 費 用  

 支 払 利 息 3,565

 そ の 他 16,306 19,871

経 常 利 益  588,502

特 別 利 益  －

特 別 損 失  

 固 定 資 産 売 却 損 5,549

 固 定 資 産 除 却 損 2,865

 投 資 有 価 証 券 評 価 損 38,978 47,393

税 引 前 当 期 純 利 益 541,109

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 165,180

法 人 税 等 調 整 額 68,044

法 人 税 等 還 付 税 額 △9,348 223,876

当  期  純  利  益 317,232

 



個別注記表 

 
（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 
 １．資産の評価基準及び評価方法 
 （１）有価証券の評価基準及び評価方法 

① 子 会 社 株 式 …… 移動平均法による原価法 
② そ の 他 有 価 証 券 …… 時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等に基づく時価法 
 （評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 
時価のないもの 
 移動平均法による原価法 

 （２）たな卸資産の評価基準及び評価方法 
     評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

① 商品・製品・原材料 …… 総平均法 
② 仕 掛 品 …… 個別法 
③ 貯 蔵 品 …… 最終仕入原価法 

 ２．固定資産の減価償却の方法 
（１）有 形 固 定 資 産 
   （リース資産を除く） 

…… 定率法によっております。 
ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）につい
ては、定額法によっております。 
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
 建物及び構築物   ８～38年 
 機械及び装置      11年 
 車両運搬具       ４年 
 工具、器具及び備品 ２～15年 
また、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、償却可能限
度額まで償却が終了した事業年度の翌事業年度から５年間にわたり備忘価額ま
で均等償却する方法によっております。 
（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 
当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に

取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法
に変更しております。 
これによる当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。 

（２）無 形 固 定 資 産 
   （リース資産を除く） 

…… 定額法によっております。 
ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における見込利用可能
期間（５年）による定額法によっております。 

（３）リ ー ス 資 産 …… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっておりま
す。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が
平成20年３月31日以前のものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理によっております。 

 ３．引当金の計上基準 
（１）貸 倒 引 当 金 …… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。

① 一般債権 
   貸倒実績率法によっております。 
② 貸倒懸念債権及び破産更生債権等 
   財務内容評価法によっております。 

（２）賞 与 引 当 金 …… 年俸制対象者を除いた従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給
見込額基準により計上しております。 

（３）役 員 賞 与 引 当 金 …… 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度
負担額を計上しております。 

（４）製 品 保 証 引 当 金 …… 製品の無償保証期間中の修理費用の支出に備えるため、過去の実績を基礎とし
て当事業年度の発生見込額を計上しております。また、個別の無償保証に係る
修理費用の支出に備えるため、その見積額を計上しております。 

（５）退 職 給 付 引 当 金 …… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を
計上しております。 
過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（５年）による定額法により、発生時より費用処理しております。 
数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（５年）による定額法により、それぞれ発生の翌期から費
用処理しております。 



４．収益及び費用の計上基準 
一部の特注品を対象として、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる場合には工事進行

基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の場合には工事完成基準を適用しております。 
５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 
    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
 
（貸借対照表に関する注記） 
 １．記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
 ２．有形固定資産の減価償却累計額          3,392,747千円 
 ３．過年度に取得した有形固定資産について、国庫補助金による圧縮記帳額は、建物10,190千円であり、この圧縮記

帳額を控除しております。 
 ４．期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれております。 

受 取 手 形 42,082千円

 
 ５．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 
 （１）短期金銭債権                   84,790千円 
 （２）短期金銭債務                    22,067千円 
 ６．当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と貸出コミットメント契約を締結しております。 
   当事業年度末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 1,000,000千円

借 入 実 行 残 高  ―千円

差 引 額 1,000,000千円

 
（損益計算書に関する注記） 
 １．記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
 ２．通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額 
    売上原価   9,308千円 
 ３．関係会社との取引高 
    営業取引による取引高 
     売 上 高             671,026千円 
     仕 入 高             191,765千円 
     そ の 他 営 業 費 用               97,935千円 
 
（税効果会計に関する注記） 
  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 １．流動の部 

 繰延税金資産 

  賞与引当金 50,016千円

  製品保証引当金 3,609千円

  研究開発費 28,748千円

  その他 40,883千円

  繰延税金資産小計 123,257千円

  評価性引当額 △209千円

  繰延税金資産合計 123,048千円

 繰延税金資産の純額 123,048千円

 



 ２．固定の部 

 繰延税金資産 

  退職給付引当金 43,227千円

  その他 112,227千円

  繰延税金資産小計 155,454千円

  評価性引当額 △101,692千円

  繰延税金資産合計 53,761千円

 繰延税金負債 

  買換資産圧縮積立金 172,628千円

  特別償却準備金 3,416千円

  その他有価証券評価差額金 155,713千円

  繰延税金負債合計 331,757千円

 繰延税金負債の純額 277,995千円

 

（１株当たり情報に関する注記） 

 １．１ 株 当 た り 純 資 産             941円04銭 

 ２．１株当たり当期純利益               36円81銭 




